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条件付確率とは B のとき A が起きる確率であり次式で示される．
　　　
P（A|B）＝ P（A∩B）……（2-1）
　　　　　　　　   P（B）









P（θi|y）＝  （θi）f（y|θi） ……（2-3）　　　　　　　 ∑（θj）f（y|θj）
θ が連続的に動く場合，Θを （θ）f（y|θ）全体の集合とすると次式のように表現できる．
　　　
P（θ|y）＝　 （θ）f（y|θ） 　 ……（2-4）
　　　　　　　∫Θ（θ）f（y|θ）dθ






















　階層ベイズ法では，共役事前分布（conjugate prior distribution）19 が存在しない場合，周辺
事後分布を求めるためには，複雑な多重積分の計算が必要とされており，特にモデルが複雑にな
ると，パラメータの個数が増加して多重積分の次元が高くなる20．

















































































　全部で T 回再捕獲調査を行い，調査時点を i（＝1,2,……T）とする．時点 i における標識個体
数を Mi とし，式（3-2）での N，n，m を時点 i の値に置き換える．さらに，時点 i の生存個体
が時点 i＋1 において個体群に残存する確率である生存率を φi，時点 i から時点 i＋1 にかけて個
体群に加入する個体数を Bi とする．加入率や消失率は一定とは限らない．また出戻りはないと





 i+1 　 　（i＝1,2,……T－1）……（3-5）　　　　　Mi－mi＋Si
　　　Bi＝Nˆ?i＋1－φˆi（Nˆi－ni＋Si）（i＝2,……T－2）……（3-6）
ここで（3-6）の φˆi（Nˆi－ni＋Si）は，時点 i において生存した個体の時点 i＋1 における期待個体
数である．時点 i において生存した標識個体のうち時点 i で捕獲されず時点 i＋1 以降に捕獲され




zi si＋mi ……（3-7）　　　　 　 wi
　（3-4）から複数回再捕獲の場合，（3-2）の 1 回での標識個体数を，推定時の標識個体数に置き
換えれば生息個体数を計算できることになる．（3-6）は個体群の外部との加入・消失を示してお















M と N が十分大きい場合には標識率 p＝M―N は一定なので，m は 2 項分布に従う．
　　　Bi（m,n,p）＝（nm）pm（1?p）n－m ……（3-9）
ここで（nm）＝ n!m!（n－m）! である．p の特定の値（p0：帰無仮説）が信頼区間に含まれる確率変数
m の区間を推定する．これに対してベイズ統計学では，p の確率区間を直接計算して求める．p


















年を起点とする個体数変化の動態を描写する段階構造モデル（stage structured model for 














統合していることを指摘している．また，Matsuda et al.（2002, p.1169）は，個体数の不確実
性の規模は自然増加率と実際の増加率の不確実性に依存することを指摘している．
　Yamamura et al.（2008, pp.133-140）による「捕獲に基づくモデル」の概要は次のとおりで
ある．


















































　　密度指標の期待値（t 年度）＝個体数（t 年度）×密度指標の比例係数 ……（4-1）
②　背後にある明らかにしたい現象に関するモデル（プロセス・モデル）
　　個体数（初年度）＝捕獲数（初年度）/ 捕獲数・個体数比（初年度）/ 自然増加率 ……（4-2）

























年間の自然増加率 16.5％であり，個体数推定値の中央値をグラフ化したものは図 2 のとおりで
ある．


































捕獲率 / 自然増加率）から求めた推定値とは一致しない．両者を比較したものが図 3 と図 4 で
ある．捕獲数は実績値，捕獲率と自然増加率は推定値の中央値を用いている．ここから，ツキノ
ワグマ，ヒグマともに「環境省モデル」の推定値は，各年度の（捕獲数 / 捕獲率 / 自然増加率）
から求めた値の起点を共有する傾向（トレンド）線となっていると言える．
　（捕獲数 / 捕獲率 / 自然増加率）から求めた個体数推定値は，捕獲率を一定と想定しているの
で捕獲数の動きを反映している．この推定値は，クマ出没には循環変動があることを示してい




















































　兵庫県におけるツキノワグマ個体数については，兵庫県による 1993 年～ 1995 年にかけての調
査で氷ノ山山系（鳥取県，岡山県と隣接）75 ～ 85 頭，床ノ尾山系（京都府と隣接）3 ～ 7 頭と
推定されていた．「第 2 期　ツキノワグマ保護管理計画」（2007 年度～ 2011 年度）においては，
標識個体数の累計値等から推定個体数は少なくとも 171 頭とされていた．しかしながら，「第 3
期　兵庫県ツキノワグマ保護管理計画」（2012 年度～ 2017 年度）においては，推定個体数は



















　　再捕獲数～捕獲数と確率（標識個体数・個体数比）の 2 項分布 ……（5-3）
②　「個体群動態の過程モデル」：プロセス・モデルとして，経年の個体数変遷が示される．
　　個体数（t＋1 年度）＝（個体数（t 年度）－人為的死亡数（t 年度）×自然増加率 ……（5-4）





庫県が推定した 1994 年の生息個体数，坂田他（2012）では坂田他（2011）が推定した 2010 年の
生息個体数数が事前情報として用いられている．
　推定に用いられたデータは，坂田他（2011）では 1994 ～ 2010 年の 17 年間，坂田他（2012）























p.16 の表 4 に掲載されている58．坂田他（2011）（2012）で使用されたデータとの突き合わせを















1994 年は 63 頭，それが年間平均 22.5％の自然増加率で増加し，2000 年以降の個体数推定値の
爆発的増加につながって 2010 年には 649 頭となっている．なお，捕獲率については，年平均
10.7％，生存率は 78.68％，出没情報比率（＝出没情報数 / 個体数）は 1.567 倍となっている．
　「2011 推定」の結果は，坂田他（2011, pp.38-42）に記されており，2002 年は 254 頭，それが





なお，捕獲率については，年平均 10.4％，生存率は 90.04％，出没情報比率は 1.250 倍となって
いる．生存率が高くなっているのは再捕獲した個体からツキノワグマが従前に認識されていた以
上に寿命が長かったことが確認されたことを反映しているとされる62．　























数＝捕獲数 / 捕獲率）として求めた各年の推定値の比較結果は図 6 と図７に示される．捕獲数
は実績値，捕獲率は各年の推定値の中央値を用いている（捕獲数 / 捕獲率）から求めた推定個
体数の推移は，捕獲数の推移を反映している．図 6 の（捕獲数 / 捕獲率）から求めた推定個体
数のうち 2011 年の値は，2011 年の捕獲数を「2010 推定」の平均捕獲率で割り戻して求めた値で






　まず「2010 推定」について検討する．図 6 から，（捕獲数 / 捕獲率）から求めた推定個体数の
推移は，2004 年を境に異なる傾向を示していることがわかる． 2004 年以降については，兵庫県
及び周辺府県の山間部で何らかの異変が発生してツキノワグマの行動が変化した可能性，あるい
は捕獲性向が高まるといった人間側の行動の変化の可能性がある．











　図 7 において示されるように，2001 年以前の個体数推定値の 2 つの外挿による推定値を比較













たのが，図 8，図 9 である．捕獲率がパラメータ推定により求められたものであるのに対して，
再捕獲個体数・標識個体数比については実際に標識を付けた数が判明しているため，推定の信頼
性が比較的高いと考えられる．なお，図 9 には，2001 年以前の個体数推定値から求めた捕獲率
も示している．








　図 9 から，「2011 推定」における捕獲率が 30％程度に上昇し，再捕獲数・標識個体数比が
30％台に低下することで両者の乖離が縮小した結果となっている．また，2001 年以前の外挿に
よる捕獲率は極端に低くなり用いることができないことがわかる．｢ 兵庫県モデル ｣ では，標識
付き生息個体数の貴重なデータが生息個体数推定に十分，反映されていないのである．
　このような事情を考慮し，「2010 推定」と「2011 推定」の標識個体数の推定値を比較したのが
図 10 である．図 10 から，「2011 推定」では 2007 年以降の個体数は「2010 推定」を上回るが，
2004 年以前の個体数は「2010 推定」を下回っている．「2011 推定」における 2010 年の再捕獲
数・標識個体数比が低下したのは，標識個体数の推定値が「2010 推定」よりも増加したためで
ある．但し，図には示していないが，「2011 推定」における標識個体数を 2001 年以前にまで遡っ
て推定すると，標識個体は殆ど存在しなかったことになってしまう．
　データを 1990 年代まで含めた長期間とすると，構造変化あるいは外部的要因に影響されて捕

























　まず，兵庫県を閉鎖系と想定した推定を行った．推定期間を 1994 年～ 2011 年とし，自然増加





ては 1993 年～ 1995 年の兵庫県の調査結果を尊重しつつケース１：80 頭，ケース 2：90 頭，ケー
ス 3：100 頭，ケース 4：110 頭，ケース 5：120 頭とする．自然増加率は，「2011 推定」におけ
る年 11.5％を採用する．推定結果は，図 11 に示すとおりである．
　ここから分かることは，1994 年の当初個体数が僅かに異なると，その他の条件が同一であっ
ても 2011 年時点での生息個体数に相当な差が発生することである．もう 1 つは，年 11.5％とい
うクマ類としては相当に高いと思われる自然増加率を用いても，外部との流出入を考慮しない場
合，兵庫県のツキノワグマ生息数は 2011 年において，50 ～ 350 頭の範囲内に収まるということ
である．このうち「第 2 期　ツキノワグマ保護管理計画」における少なくとも 171 頭を満たすの
はケース 3，4，5 である．
　生息個体数の自然増加率や人為的死亡数の設定変更に対する反応度を確認してみた．自然増加
率を年 12.5％と 1％ポイント高く設定すると，2011 年の推定個体数は，ケース 1 では 1.66 倍，
ケース 5 では 1.26 倍に増加する．また，人為的死亡数を各年において実績値の 1.1 倍に設定す

















ための数値として生存率 70％をケース B とする．
　再捕獲数・標識個体数比については，捕獲数の実績値と標識個体数の推定値から求めるが，
1994 年，2002 年，2003 年の不明又は 0 か 0 に近い年は 1995 年～ 2001 年の平均値，2004 年～
2006 年，2012 年については 2006 年～ 2011 年の平均値で代用する．なお，2012 年の推定に用い
る捕獲数については日本熊森協会の聞き取り調査結果を用いた．同協会の過去の調査結果は，兵
庫県の公表資料とほぼ一致することによる．
　生息個体数の推定結果は図 12，図 13 に示されている．推定個体数（ⅰ）は（3-4）から求め
た数値である．t 年から t＋1 年にかけての外部との流出入については（3-6）に数値を当てはめ
て求めることが可能である．ここで値が＋の場合は加入，‐の場合は消失を示し，いずれも出生
を考慮したものとなっている．推定個体数（ⅱ）は加入・消失の推定値を（ⅰ）から除去した数
値であり，兵庫県において t 年から t＋1 年にかけて生息を継続した個体数の期待値である．
　兵庫県におけるブナ科堅果類の豊凶については，「第 3 期　兵庫県ツキノワグマ保護管理計画」
p.9 の図 -10 において 1997 年以降の状況が記載されている．この豊凶の推移と図 12 の加入・消
失の動きはほぼ一致しており，凶作では加入が大きくなる．






　図 12 と図 13 と比較すると，生存率を低く設定した場合，推定生息個体数が安定的に推移する
ことが分かる．ケース B からは 1990 年代は 100 頭以下であったツキノワグマ個体数が 2000 年
代は 200 頭を超えた時もあること，出産での増加に加えてブナ科堅果類の豊凶による流出入で変








　以上の試算結果については，兵庫県では 2003 年～ 2004 年以降に環境に大きな変動があり，ツ
キノワグマの移動範囲が拡大したために隣接府県からの流入でベースラインの個体数が増加した
という解釈が可能である．つまり，構造変動によりブナの豊凶に対するツキノワグマの反応が以











































































３　トレンドを把握することの重要性については，Lancia et al.（1994, p.216）参照．
４　間野他（2008, p.44）．
５　「出没激増ツキノワグマ」（日本経済新聞 2006 年 12 月 18 日）は，2006 年のツキノワグマの大量の有
害捕獲について，絶滅の恐れがあり，保護の視点が重要であること，捕獲は最小限にするべきである
と い う 坪 田 敏 男 氏 等 の 見 解 を 紹 介 し て い る．“Japan's Black Bears ‘Face Extinction’”（The 
Guardian, 2007 年 1 月 8 日）は，ツキノワグマは 2006 年の大量補殺により絶滅の危機に直面してい
る可能性があるという環境保護活動家の見解を紹介している．
６　一般財団法人 ｢ 日本熊森協会 ｣ は，同協会の紹介チラシにおいて，クマはアンブレラ種で日本最大の
大型獣であり自然界のあらゆる恩恵を受けて生きていること，クマの棲める環境を残すことは他の全
ての生物が生息可能な豊かな自然を守ることにほかならないことを指摘している．
７　前掲の日本経済新聞の見解と The Guardian の記事における浅野玄准氏等の見解による．
８　前掲の日本経済新聞における米田政明氏と日本ツキノワグマ研究所の見解による．
９　Matsuda et al.（2002, p.1169）．
10　兵庫県農政環境部環境創造局自然環境課からは，「第 3 期　兵庫県ツキノワグマ保護管理計画」に記
載されたツキノワグマ生息個体数は，当該計画策定のために兵庫県森林動物研究センターの坂田宏志















19　（2-5）において （θ）と P（θ|y）が同一分布族に属する場合，（θ）は f（y|θ）の共役事前分布である
と言う．



















法（removal method），密度指標法（density index method）等を挙げている．
31　Lancia et al.（1994, pp.218-219）．
32　Lancia et al.（1994, pp.220-221）．
33　Lancia et al.（1994, p.228）．
34　自然増加率とは，哺乳類の出産数と自然死亡数を考慮した個体数の純増を示す数値である．
35　 他 に Seber（1982, pp.59-295），Pollock et al.（1990），Krebs（1998, pp.19-66）， 松 良（1978, pp.9-
14），夏原（1998, pp.43-53）を参照した．
36　Lancia et al.（1994, p.240）．
37　赤嶺（2001, p.14）は，2 項分布をベイズ統計学で扱う際には p の事前確率を一様分布と想定すること
で古典的統計学と同一の区間推定結果が得られるとしている．
38　この他に飛行調査（aerial survey），単位努力当たり捕獲数（catch per unit of effort: CPUE 又は
number of deer harvested per hunter-day）， 単 位 努 力 当 た り 目 撃 数（sighting per unit effort: 













46　この点については筆者が生物多様性センターに意見照会したところ，御回答を頂いた（2013 年 10 月
4 日）．





　　ここで p は捕獲率，f（N, p）は結合事前分布である．
48　推定値としては中央値と平均値が提示されている．ベイズ統計において，中央値は絶対損失を最小化
する値，平均値は平方損失を最小化する値である（松原（2008, pp.25-32）．
49　Yamamura et al.（2008, p.136）は北海道におけるシカの自然増加率は実態調査から中之島で年
15％，知床半島で 21％であると指摘している．
50　藤田（2005）は，ツキノワグマは繁殖率が低く，初産年齢 4 ～ 5 歳，出産頭数 1.8 頭 / 回，出産間隔















8 月 28 日）．
56　但し兵庫県は，「第 3 期　兵庫県ツキノワグマ保護管理計画」において生息頭数 400 頭以上の場合は，
有害捕獲は原則殺処分としている．
57　この経緯については松田和美（2013）に詳細に記載されている．松田和美（2013）は 2012 年 8 月の
日本奥山学会における報告内容をとりまとめたものであり，坂田他（2011）及び「第 3 期　兵庫県ツ
キノワグマ保護管理計画」におけるツキノワグマ個体数推定について批判的検討を加えている．








確認できなかったこと」という趣旨の御回答を頂いた（2013 年 9 月 13 日）．
59　筆者は両者のデータに相違がある点に関して，坂田宏志氏に問い合わせを行った，その結果，｢ 標識
の有無の確認された個体のみ捕獲数としてカウントしていること ｣，「4 ～ 5 回捕獲される個体がある
こと」，「捕獲 2 回目で殺処分された場合，兵庫県では再捕獲に含まれるが論文では含んでいないこ
と」，｢ 県が公表していない数値で手元にあるものを用いていること ｣ という趣旨の御回答を頂いた











64　2010 年の再捕獲個体数・標識付き生息個体数比については再捕獲数を兵庫県資料の 68 頭を用いると
1.013 となる．
65　「第 3 期　兵庫県ツキノワグマ保護管理計画」p.8 では，ブナ科堅果類の豊凶でクマの行動が変わるこ




猟の適正化に関する法律」に改正され 2014 年 5 月 30 日に公布された．交付日から 1 年以内に施行される．
法令の名称に「管理」が加えられることで「管理」思想が強まったことが示されている．
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